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2022年  新入社員の意識～東京商

工会議所の調査から  

 

◆新入社員が社会人生活で不安に感じる

こと  

６月は、４月に入社した新入社員が

徐々に職場に馴染み始める時期ではない

でしょうか。東京商工会議所は、2022

年度新入社員を対象に、就職活動の感想、

社会人生活や仕事に対する意識等につい

て調査を実施しています。本調査によれ

ば、社会人生活で不安に感じること（複

数回答）として、「仕事と私生活とのバ

ランスが取れるか（55.4％）」、「上司・

先輩・同僚とうまくやっていけるか

（51.4％）」、「仕事が自分に合ってい

るか（49.7％）」が上位に挙がっていま

す。  

入社当初は不安が多いものです。周囲

も目を配りながらサポートできるとよい

でしょう。  

◆会社を選ぶうえで魅力に感じる企業制

度  

本調査では、就職する会社を選ぶうえ

で魅力に感じる企業の制度についても尋

ねています（複数回答）。多いものとし

て「年次有給休暇取得の推進（42.5％）」、

「時差出勤・フレックスタイム制勤務

（41.9％）」、「テレワーク（在宅勤務）

（36.1％）」など働き方に関するものが

挙がっており、その他、「資格（検定）

等の取得支援（39.8％）」、「人材育成

体系（研修）の充実（38.8％）」など、

スキルアップに関する選択肢も上位に挙

がっていることが特筆されます。  

◆新入社員の意識変化  

本調査での「今の会社でいつまで働き

たいか」という問に、「定年まで」との

回答は 23.8％だったそうです。これは

10 年前の調査との比較では、12.4 ポイ

ント減少しており、新入社員の意識変化

がみてとれる結果となっています。  

新入社員の個性や意識は様々ですが、

働く人の意識は年々変化しています。企

業も今後の人材確保の意味で、自社の状

況を見直して、選ばれる企業を目指すこ

とが肝要でしょう。  

 

知っていますか？  リファレンスチ

ェック  

 

◆リファレンスチェックとは？  

 リファレンスチェックは採用時のプロ

セスの一つで、採用企業が求職者の経歴

の信ぴょう性を確認する作業を指します。

選考過程で求職者本人が示した経歴や実

績を、現職や前職の上司等に照会します。

これにより、採用後のミスマッチのリス

クを下げるものです。  

 日本では、ミスマッチの影響が大きい

中途採用の場面で導入する企業が増えて

います。やり方は企業によって異なりま

すが、求職者本人の同意のもと、照会先

を紹介してもらい、企業が直接電話や書

類で確認することが多いです。  

◆面接だけでミスマッチを見抜くのは困

難  
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ソンに対して行われた「リファレンスチ

ェックに関する意識・実態調査（人事担

当者編）」（ASHIATO（アシアト）調

べ）によると、自社の採用面接時に、活

躍する人材を見極めることは難しいと思

うか質問したところ、78.3％が「難しい

と思う」と回答しました。こうした難し

さを補完するのが、リファレンスチェッ

クだといえます。調査では、リファレン

スチェック導入企業の 75.5％が採用に

おけるミスマッチ減少を「実感できた」

と回答しています。  

◆実施のメリットとデメリットを測る  

 一方で、リファレンスチェックには、

手間や費用がかかる、照会先の回答の信

ぴょう性が担保できないといった声もあ

ります。リファレンスチェックを実施す

るかは、そのメリットとデメリットを測

り、総合的に判断する必要があるでしょ

う。管理職や即戦力としての採用など、

ミスマッチがあった場合の影響が特に大

きいケースから始めていくことも一つの

やり方です。「せっかく採用したのに思

うような人材ではなかった。次は絶対ミ

スマッチを防ぎたい」。こうした思いを

抱える企業は、導入を検討してみてはい

かがでしょうか。  

 

労災死亡者数、休業４日以上の死傷者数

ともに増加  

 

厚生労働省が５月 30 日、令和３年の

労働災害発生状況の取りまとめを公表し

ました。労働災害を減少させるために国

や事業者、労働者等が重点的に取り組む

事項を定めた中期計画である「第 13 次

労働災害防止計画」（以下「13 次防」と

いう）（平成 30 年度～令和４年度）では、

29 年比で「死亡者数を 15％以上」「死

傷者数を５％以上」減少させることを目

標にしています。  

◆死亡者数４年ぶり増加、休業４日以上

の死傷者数は平成 10 年以降で最多  

 令和３年１月から 12 月までの労働災

害による死亡者数は 867 人と４年ぶり

に増加となりました（前年比 65 人・

8.1％増、平成 29 年比（以下「29 年比」

という）111 人・11.3％減）。  

休業４日以上の死傷者数（以下「死傷

者数」という）は 149,918 人と平成 10

年以降で最多となりました（前年比

18,762 人・14.3％増、29 年比 29,458

人・24.5％増）。  

 新型コロナウイルス感染症へのり患に

よる労働災害での死亡者数は 89 人（前

年比 71 人・394.4％増）、死傷者数は

19,332 人（前年比 13,291 人・

220.0％増）と、前年に比べ大きく増加

しました。  

 

リモート採用、7 割が導入～日本マンパ

ワー調査から  

 

マンパワーグループが行った企業の人

事担当者を対象とした「リモート採用の

導入・実施状況」調査（2022 年 1 月実

施）の結果によると、リモート採用を行

っている企業は約７割となっています。  

リモート採用では、企業説明会、採用

面接、内定者フォロー、適性検査などが

行われています。  

◆リモート面接は中小企業でも  

同調査は、企業規模別の結果は出てい

ないようですが、会社説明会のような大

規模なものでなくても、最終面接以外の

面接にはリモートを活用しているという

企業は多いようです。遠方からの応募が

増えるといった効果もありますので、中

小企業でも導入は増えつつあるようです。 

◆やはり最終面接は直接面接  

コロナ禍の初期には、最終面接までリ

モートで行うといった企業が多かったよ

うです。しかし、コロナ禍が落ち着き始

め、マスク着用の緩和等の話題も出てき

ており、今後は対面

での面接が増えるも

のと思われます。  

 


